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改版履歴 作成月 改訂内容 

初版 令和３年５月 初版 

 令和３年６月 ファイザー社のワクチンの対象年齢が 12 歳以上の者になったこと

に伴う改訂 

ファイザー社のワクチンが２～８℃で１か月保管可能になったこと

に伴う改訂（P3 等） 

接種単価の追記（P3） 

基礎疾患を有する者の確認方法の追記（P6） 

16 歳未満への予防接種の追記（P7） 

意思確認を行うことが難しい場合の対応の追記（P7） 

ワクチンの余剰が発生した場合の追記（P11） 

【医師等の皆様へ～新型コロナワクチンの副反応疑い報告のお願い

～】の追記（P15） 

【様式４】の更新。 

【様式９】【別紙様式１】（記載例）の追加。 

 令和３年 11 月 実施期間（「令和４年２月 28 日まで」→「令和４年９月 30 日まで」）

の変更（P1） 

追加接種（３回目）の単価に関する記載の追記（P3） 

ワクチン保管期間の表記（１か月間→31日間）の変更（P4） 

追加接種対象者の追記（P5） 

「住所地外接種届済証」が不要の方の追記（P5） 

対象者の本人確認書類⑤の追記（P6） 

接種順位の上位に位置づけられる基礎疾患を有する者の削除 

基礎疾患における抗凝固療法を受けている者に関する追記（P7） 

妊娠中の者及び配偶者等に関する追記（P8） 

３回目接種者の接種記録書の貼付に関する追記（P9） 

新予診票に関する追記（P10） 

追加接種（３回目）に関する接種間隔、対象年齢の追記（P11） 

ワクチンの再融通の追記（P12） 

交互接種の追記（P12） 

時間外・休日に接種を行った場合の接種費用の上乗せに関する追記

（P13） 

個別接種促進のための支援事業の追記（P16） 

様式・資料番号の変更・追加等は下表のとおり 

 

新様式及び資料 旧様式番号 

【様式１】内容更新 【様式５】 

【様式２】内容更新 【様式６】 

【様式３】内容更新 【様式７】 

【様式４】内容更新 【様式８】 

【様式 6-1-1】内容更新 【様式 5-1-1】 

【資料１】 【様式１】 

【資料２】 【様式２】 

【資料３-①】予診票（1・2回目用） 【様式３】 

【資料３-②】予診票見本（追加接種用）の追加  

【資料４-①】1・2回目用の内容更新 【様式４】 

【資料４-②】1・2回目 16歳未満用の追加  

【資料４-③】３回目用の追加  

【資料５】ワクチン発注利用申込みの追加  

【資料６】 【様式９】 
 



  

改版履歴 作成月 改訂内容 

 令和３年 12 月 追加接種対象者の前倒し接種について追記（P5） 

予防接種見合わせ対象者への対応について追記（P7） 

交互接種(追加接種)に使用するワクチンについて追記（P13） 

副反応疑い報告に関する変更（P17） 

 令和４年４月 各ワクチンの発注方法の追記（P4） 

対象者の年齢変更（P5） 

使用するワクチンに関する追記（P6） 

既感染者の接種に関する追記（P9） 

【様式１】バイアル廃棄数報告書の改訂 

【資料４-①】【資料４-②】【資料４-③】（ワクチン説明書）を削除（各

ワクチンの別資料に掲載あり） 

 

 令和４年５月 ３回目接種に係る２回目接種完了からの間隔の短縮（P5.P7） 

４回目接種対象者の追加（P5） 

４回目接種に使用するワクチンの追加（P7） 

大阪市への請求期限、予診票送付方法の変更（P14） 

国保連への請求時の編綴方法の変更（P16） 

【様式１】バイアル廃棄数報告書の改訂 

 

 令和４年８月 武田社ワクチン(ノババックス)に係る説明の追加(P4.P5.P6.P7.P10) 

ファイザー社ワクチン（12 歳以上用）の発注受付の終了（P5） 

４回目接種対象者の拡大（P5） 

新型コロナワクチンとインフルエンザワクチンの接種間隔の撤廃、

同時接種の是認（P7.P9） 
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集合契約による新型コロナウイルス感染症にかかる予防接種実施の手引き 

（サテライト型接種施設用） 

 

概要 

 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種は、新型コロナウイルス感染症による死亡者 

や重症者の発生をできる限り減らし、結果として新型コロナウイルス感染症のまん延の防 

止を図ることを目的として、予防接種法（昭和23年法律第68号）附則第７条の特例規定 

に基づき、厚生労働大臣の指示のもと、都道府県の協力により、市町村（特別区を含む。 

以下同じ。）において実施するものであり、接種に係る費用については無料となります。 

 また、同法第６条第１項の予防接種（臨時の予防接種）とみなして同法の各規定が適用

されることとなり、本事業の実施期間は令和３年２月17日から令和４年９月30日までとな

ります。 

 本事業を実施するためには、実施主体である各市町村と、各接種実施医療機関等（以下

「実施機関」といいます。）の間で契約を締結する必要があります。 

 接種対象者については、原則、住民票所在地の市町村において接種を受けることになり

ますが、やむを得ない事情で住民票所在地以外に長期滞在している者については、住民票

所在地以外において接種を受けることになります。実施機関はどこの市町村の住民が接種

を受けに来るかわからないため、全ての市町村との間で契約を締結する必要が生じます。 

実施機関が全国の市区町村と契約を締結するのは現実的ではないため、全国統一様式の契

約書を用い、原則として集合契約の形で契約を行うこととします。 

 具体的には実施機関は集合契約の取りまとめ団体に対し契約の締結に関する委任を行い、

取りまとめ団体が代理人である日本医師会に再委任を行います。市町村は都道府県に対し

て契約の締結に関する委任を行い、代理人である全国知事会に対して再委任を行います。全

国知事会及び日本医師会がそれぞれ代理人として契約を締結します。 

 なお、集合契約は令和３年２月 12日に締結されていますが、同日以降に委任状を提出し

た場合でも集合契約に参加することは可能です。 

 

 

集合契約 

（１）集合契約の手順 

  ・実施機関はワクチン接種円滑化システム（以下「V-SYS」という。）の機能である「ワ

クチン接種契約受付システム」を用いて委任状を発行・印刷し、取りまとめ団体に提

出する。 

  ・取りまとめ団体が確認を終えると、後日 V-SYS 用の ID/Pass が V-SYS サービスデス

クから「ワクチン接種契約受付システム」に入力したメールアドレス宛に送付され、

V-SYS 利用可能となる。 

  ・V-SYS の医療機関編集ページを開き、医療機関登録情報を更新・追記するとともに、

取り扱いワクチン、ワクチン接種の責任者（医師）等の情報を入力する。 
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（２）集合契約の内容 

  ⅰ 単価【１・２回目接種、追加接種（３・４回目接種）とも共通、全国統一単価】  

費用 税抜き 税込み 

接種費用 2,070円 2,277円 

接種を実施できなかった場合の予診費用 1,540円 1,694円 

６歳未満の乳幼児加算額 660円 726円 

時間外に接種又は予診のみを実施した場合の加算 730円 803円 

休日に接種又は予診のみを実施した場合の加算 2,130円 2,343円 

  ⅱ 個人情報保護 

    新型コロナワクチン接種に関する情報の中には、個人情報が含まれることから、個

人情報の取扱いに関して、厳重な管理や目的外使用を禁止しています。 

  ⅲ 契約期間 

    契約締結日から当該日付の属する年度の末日まで（原則として契約は自動更新さ

れることとする条項が契約書に存在するため、原則として一度委任状を提出すれ

ば次年度における再度の提出は不要である。）とします。 

なお、実施機関が本契約から脱退しようとするときは、脱退しようとする日の 1か

月前までに、取りまとめ団体との間で協議したうえで、脱退の意思表示を行ってく

ださい。 

 

 

実施機関の類型 

（１）基本型接種施設 

ディープフリーザーを設置し、V-SYSを利用して国へワクチンの発注を行い、国（地

域卸）から直接ワクチンを受け取り、接種希望者を広く受け入れ、多数の接種を行う

ことができる施設。また、必要に応じて、サテライト型接種施設へワクチンを小分け

し譲渡する。 

（２）サテライト型接種施設 

大阪市が設置する「大阪市ワクチン配送センター」からワクチンの配送を受け、接

種を行う施設 

    

 

物品の準備 

（１）国又はワクチンメーカーが準備するもの 

  ⅰ ワクチン 

   ⅱ 0.9%生理食塩水（20㎖）（※希釈が必要なワクチンのみ） 

    ワクチンの希釈に用いる生理食塩水については、ワクチン配送時に一緒に配送さ
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れる。1バイアルにつき、1本の生理食塩水を使用する。 

   ⅲ 接種用注射針及びシリンジ 

希釈用注射針及びシリンジ（※希釈が必要なワクチンのみ） 

    国から無償で提供する針・シリンジは複数のメーカーから購入する等しているた

め、一度の配送に複数種類の針・シリンジが含まれる。 

   ⅳ ワクチンシール 

    ワクチン接種後、予診票及び接種済証に貼付する。 

 

（２）実施機関で準備するもの 

  ⅰ 適正な環境でワクチンを保管するための冷凍庫/冷蔵庫 

    それぞれのワクチン保管温度と期間は、本市ホームページに掲載している下記資

料（以下「各ワクチンの別資料」という）に記載。 

・「新型コロナワクチン個別接種にかかる手順」 

https://www.city.osaka.lg.jp/kenko/page/0000531078.html#10 

・「武田／モデルナ社ワクチン取扱い説明資料」 

https://www.city.osaka.lg.jp/kenko/page/0000531078.html#11 

・「５～11歳用ファイザー社ワクチン取扱い説明資料」 

https://www.city.osaka.lg.jp/kenko/page/0000531078.html#12 

  ・「武田社ワクチン（ノババックス）取扱い説明資料」 

https://www.city.osaka.lg.jp/kenko/page/0000531078.html#13 

ⅱ 予診で用いるもの 

医療従事者用マスク、使い捨て手袋、使い捨て舌圧子、体温計 

  ⅲ 接種に用いるもの 

    消毒用アルコール綿（アルコール過敏症用にクロルヘキシジン等の消毒綿も用意 

すること）、トレイ、医療廃棄物容器、針捨て容器、手指消毒剤 

   ⅳ 救急用品 

    実施機関の救急体制を踏まえ、必要なものを準備すること 

     例）血圧計、静脈路確保用品、輸液セット、生理食塩水、アドレナリン、抗ヒス

タミン剤、抗けいれん剤、副腎皮質ステロイド剤等の薬液 

  ⅴ 事務用品 

   ボールペン、日付印、スタンプ台、はさみ 

 

 

ワクチンの発注 

＜ファイザー社ワクチン（12歳以上用）＞ 

「ワクチン発注システム（ＦＡＸ・パソコン・スマートフォン）」により発注してく

ださい。 

 

 

 

 

https://www.city.osaka.lg.jp/kenko/page/0000531078.html#10
https://www.city.osaka.lg.jp/kenko/page/0000531078.html#11
https://www.city.osaka.lg.jp/kenko/page/0000531078.html#12
https://www.city.osaka.lg.jp/kenko/page/0000531078.html#13
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ＦＡＸによる発注書は集合契約参加時に本市から送付させていただきますが、パソ

コン・スマートフォンで発注される場合は別途利用申込み（資料５）が必要です。なお、

操作方法については別添参考資料（資料６）をご参照ください。 

※ファイザー社ワクチン（12 歳以上用）については、国からの追加供給がないため、

本発注方法による受付を終了しています。【令和４年８月１日追記】 

＜武田／モデルナ社ワクチン・５～11歳用ファイザー社ワクチン＞ 

大阪市行政オンラインシステムから発注してください。 

＜武田社ワクチン（ノババックス）＞ 

   医療機関にて、V-SYSで必要数を登録し、国へ直接発注します。 

  ※受付は終了しています。今後のスケジュールは未定です。【令和４年８月１日追記】 

 

ワクチンの受領 

ワクチンを受け取ったら、速やかに適正環境を維持できる冷凍庫/冷蔵庫に格納して

ください。（各ワクチンの保管温度や使用期限については、各ワクチンの別資料にて確

認してください。） 

 

 

予約の受付 

ワクチン接種の予約受付及び管理は、実施機関で行う。ワクチンの分配量及び使用期

限、配送スケジュールを考慮し予約を受け付けてください。 

対象者の年齢、希望されているワクチンの種類、前回接種および他のワクチン接種と

の接種間隔を確認してください。 

 

 

予防接種の実施 

１ 対象者 

（１）原則 

    ＜１･２回目接種＞ 

５歳以上の、大阪市に住民票がある方（以下「大阪市民」という。） 

＜３回目接種＞ 

２回目接種完了から５か月以上経過した 12歳以上の大阪市民の方 

＜４回目接種＞ 

３回目接種完了から５か月以上経過した大阪市民の方で、次のいずれかの条件

を満たす方 

①60歳以上の方 

②18歳以上 59歳以下で基礎疾患を有する方、新型コロナウイルス感染症にか

かった場合に重症化リスクが高いと医師が認める方 

③18歳以上 59歳以下の医療従事者等及び高齢者施設等の従事者 
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（２）例外 

    次に掲げるやむを得ない事情がある大阪市民以外の方  

ⅰ 大阪市が発行する「住所地外接種届済証」（資料１）の事前申請が必要な方 

  ・出産のために里帰りしている妊産婦 

  ・遠隔地へ下宿している学生 

  ・単身赴任者 

・ドメスティック・バイオレンス、ストーカー行為等、児童虐待及びこれらに

準ずる行為の被害者 

ⅱ 大阪市が発行する「住所地外接種届済証」が不要の方 

  ・入院・入所中の方 

  ・基礎疾患を持つ者が主治医の下で接種する場合 

  ・副反応のリスクが高い等のため、体制の整った医療機関での接種を要する場合 

  ・大阪市内の医療機関からの往診により在宅（市外）で接種を受ける場合 

  ・災害による被害にあった者 

  ・拘留又は留置されている者、受刑者等 

  ・大阪市内の医療機関に勤務する医療従事者等 

  ・大阪市内の高齢者施設等の従事者 

 

２ 使用するワクチン 

 ＜初回接種（１・２回目接種）＞ 

   原則として、同一の者には、同一のワクチンを使用すること。ただし、新型コロナワ

クチンの接種を受けた後に重篤な副反応を呈したことがある場合や必要がある場合に

は、１回目に接種した新型コロナワクチンと異なる新型コロナワクチンを２回目に接

種すること（交互接種）ができる。 

   ⅰ 12歳以上の者 

     ・ファイザー社ワクチン（12歳以上用） 

     ・武田／モデルナ社ワクチン 

     ・武田社ワクチン（ノババックス） 

   ⅱ ５歳以上 11歳以下の者 

     ・５～11歳用ファイザー社ワクチン 

（１）交互接種を行う必要がある場合 

・接種対象者が１回目に接種を受けた新型コロナワクチンの国内の流通の減少や転

居等により、当該者が２回目に当該新型コロナワクチンの接種を受けることが困難

である場合 

・医師が医学的見地から、接種対象者が１回目に接種を受けた新型コロナワクチンと  

同一の新型コロナワクチンを２回目に接種することが困難であると判断した場合 

（２）接種間隔 

i. ファイザー社ワクチン（12歳以上用・5～11歳用） 
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 18日以上の間隔をおいて、原則 20日の間隔をおいて 2回接種することとし、

1回目の接種から間隔が 20日を超えた場合はできるだけ速やかに 2回目の接種

を実施すること。 

ii. 武田/モデルナ社ワクチン 

 20日以上の間隔をおいて、原則 27日の間隔をおいて 2回接種することとし、

1回目の接種から間隔が 27日を超えた場合はできるだけ速やかに 2回目の接種

を実施すること。 

iii. 武田社ワクチン（ノババックス） 

 20日以上の間隔をおいて 2回接種することとし、1回目の接種から間隔が 20

日を超えた場合はできるだけ速やかに 2回目の接種を実施すること。 

（３）その他 

交互接種をする場合においては、１回目の接種から 27 日以上の間隔をおいて２

回目の接種を実施すること。 

前後に他の予防接種(インフルエンザの予防接種を除く｡)を行う場合においては、

原則として 13 日以上の間隔をおくこととし、他の予防接種(インフルエンザの予防

接種を除く｡)を同時に同一の接種対象者に対して行わないこと。 

接種間隔以外の事項については、各ワクチンの別資料の記載事項に従うこと。 

 

＜追加接種（３回目接種）＞ 

    １・２回目に接種したワクチンの種類に関わらず、ファイザー社、武田/モデルナ

社又は武田社のワクチンで実施する。但し、18歳未満の者への追加接種には武田/

モデルナ社ワクチンは用いないこと。 

   ⅰ 18 歳以上の者 

     ・ファイザー社ワクチン（12 歳以上用） 

     ・武田／モデルナ社ワクチン 

     ・武田社ワクチン（ノババックス） 

   ⅱ 12 歳以上 17 歳以下の者 

     ・ファイザー社ワクチン（12 歳以上用） 

（１）接種間隔 

    ファイザー社ワクチン（12 歳以上用）及び武田／モデルナ社ワクチンについて

は、２回目の接種完了から５か月以上の間隔をおいて接種を実施すること。 

    武田社ワクチン（ノババックス）については、２回目の接種完了から６か月以上

の間隔をおいて接種を実施すること。 

     

＜追加接種（４回目接種）＞ 

    １・２・３回目に接種したワクチンの種類に関わらず、ファイザー社又は武田/モ

デルナ社のワクチンで実施する。 

（１）接種間隔 

    ３回目の接種完了から５か月以上の間隔をおいて接種を実施すること。 
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３ 接種の流れ 

（１）受付（対象者の本人確認） 

受付の際には、対象者が持参した接種券（資料２ ※１・２回目接種用のみ）及び

予診票（資料３ ※追加接種（３・４回目接種）用は接種券印字済み）、本人確認書類

により、接種対象者であることを確認してください。 

 

＜対象者の確認方法＞ 

① 免許証、健康保険証、マイナンバーカードなどの本人確認書類を用いて本人確認を

行う。確認にあたり本人確認書類の写し等の保管は不要。 

② 接種券に記載されている市町村名が大阪市となっていること。また、本人確認書類

の住所が大阪市となっていること。 

③ 前述「１対象者（２）例外ⅰ」に該当する出産のために里帰りしている妊産婦等で

あって、接種券に記載されている市町村名が大阪市以外であれば、「住所地外接種

届済証」を提示した場合に限り接種することができる。 

④ 前述「１対象者（２）例外ⅱ」に該当する入院・入所中の方、基礎疾患を持つ者が

主治医の下で接種する等の場合には、実施機関が確認を行うことで、大阪市以外の

接種券でも接種することができる。 

 

新型コロナワクチンの接種は、住居が安定していない、いわゆるホームレスの方な

どでも接種可能です。本人確認書類を全く所持していない方でもワクチン接種を受

けられるよう、各関係機関が発行する書類（１～４）を本人確認書類として取り扱

うことを可能とするほか、それらをお持ちでない方については各関係機関と連携し

本人確認書類の代替となる書面（５・６）を大阪市が発行します。各実施機関にお

かれましては、接種券を持って来られたうえで、１～６の書類の提示があった場合

は本人確認書類として取り扱い、ワクチン接種を行っていただきますようお願いし

ます。 

１．雇用保険被保険者手帳 

２．高齢者特別清掃紹介整理票 

３．あいりんシェルター利用カード 

４．結核検診受診カード 

５．新型コロナワクチン接種における本人確認済証 

６．接種券引換証（本人確認付き） 

※ 上記いずれかに不備があった場合、接種を実施することができません。 

 

（２）予診 

接種を行う前に予診票の確認、問診、検温及び診察を行い、予防接種を受けること

が適当でない者又は予防接種の判断を行うに際して注意を要する者に該当するか否

かを調べる。大阪市民の方には、接種券送付時に同封されているワクチンの説明書に
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より効果、副反応及び予防接種健康被害救済制度について説明すること。 

各ワクチンの説明書は、各ワクチンの別資料に参考資料として厚生労働省ホーム

ページ URL が掲載されています。 

   ⅰ 副反応等に関する説明及び同意 

予防接種の有効性・安全性、予防接種後の通常起こり得る副反応及びまれに生

じる重い副反応並びに予防接種健康被害救済制度について、定期接種の対象者

又はその保護者がその内容を理解し得るよう適切な説明を行い、予防接種の実

施に関して文書により同意を得た場合（予診票への署名により確認）に限り接種

を行ってください。 

   ⅱ 接種歴の確認 

      複数回接種が必要な新型コロナワクチンを接種する場合、予診を行う医師は、

予防接種済証を確認し、過去に接種したワクチンの種類を確認すること。 

      また、新型コロナワクチンの接種前及び接種後に他の予防接種(インフルエン

ザの予防接種を除く｡)を行う場合は、原則として 13 日以上の間隔をおくこと。

また、２種類以上の予防接種(インフルエンザの予防接種を除く｡)を同時に同一

接種対象者に対して行う同時接種は行わないこと。 

ⅲ 16歳未満への予防接種 

  16 歳未満への予防接種をする場合、実施機関における新型コロナワクチンの

接種については、原則、保護者の同伴が必要である。ただし、中学生以上の被接

種者に限り、当日の受付時に、接種することについて、保護者の同意を予診票上

の保護者自署欄にて確認できたときは、保護者の同伴を要しないこととするこ

とができるものとする。 

ⅳ 意思確認が困難な者に対する予防接種 

  意思確認が困難な場合であっても、家族や、介護保険施設等に入所している場

合は嘱託医等の協力を得ながら本人の意思確認をし、接種についての同意を確

認できた場合に接種を行うこと。 

ⅴ 予防接種不適当者及び予防接種要注意者 

      予診の結果、異常が認められ、以下の予防接種不適当者に該当する疑いがある

者と判断される者に対しては、当日は接種を行わないこと。 

      ・新型コロナウイルス感染症に係る他の予防接種を受けたことのある者で本

予防接種を行う必要がないと認められるもの 

      ・明らかな発熱を呈している者（37.5℃以上） 

      ・重篤な急性疾患にかかっていることが明らかな者 

      ・本予防接種の接種液の成分によってアナフィラキシーを呈したことがある

ことが明らかな者 

      ・上記に該当する者のほか、予防接種を行うことが不適当な状態にある者 

（※）接種を見合わせた場合は「予診のみ」の接種券を回収してください。 

追加接種（３・４回目接種）においては、接種券印字済みの予診票を用いている

為、改めて追加接種を実施するまでに接種券を再発行していただくよう被接種
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者に依頼してください。接種券の再発行については、インターネット、郵送又は

電話（大阪市コロナワクチンコールセンター）で申込みできます。 

 

本予防接種の判断を行うに際して注意を要する以下の者については、被接種

者の健康状態及び体質を勘案し、慎重に適否を判断するとともに、説明に基づく

同意を確実に得ること。 

 ・心臓血管系疾患、腎臓疾患、肝臓疾患、血液疾患、発育障害等の基礎疾患を

有する者 

  なお、これらの疾患に関し、抗凝固療法を受けている者、血小板減少症又は

凝固障害を有する者については、接種後に出血又は挫傷があらわれること

があり、接種要注意者に該当する。 

 ・予防接種で接種後２日以内に発熱のみられた者及び全身性発疹等のアレル

ギーを疑う症状を呈したことがある者 

 ・過去にけいれんの既往のある者 

 ・過去に免疫不全の診断がされている者及び近親者に先天性免疫不全症の者

がいる者 

 ・接種しようとする接種液の成分に対してアレルギーを呈するおそれのある者 

 ・バイアルのゴム栓に乾燥天然ゴム（ラテックス）が含まれている製剤を使用

する際の、ラテックス過敏症のある者（※） 

（※）ファイザー社、武田／モデルナ社、アストラゼネカ社及び武田社（ノババックス）

のワクチンのゴム栓には、乾燥天然ゴムは使用されていない。 

      

また、妊娠中又は妊娠している可能性がある場合には、本予防接種の有益性が

危険性を上回ると判断される場合にのみ接種を行うこと。 

妊娠中に新型コロナウイルスに感染すると、特に妊娠後期は重症化しやすく、

早産のリスクも高まるとされている。妊娠中の者及び配偶者等が希望する場合

には、できるだけ早期に、円滑に新型コロナワクチンの接種を受けることができ

るよう配慮すること。 

 

既感染者については、接種対象から除外せず、事前の感染検査も不要であ

る。新型コロナウイルスに感染してから接種するまでの期間については、初回

接種、追加接種（※）とも、感染後、体調が回復して接種を希望する際には、

その治療内容や感染からの期間にかかわらずワクチンを接種することができ

る。 

また、以下の治療を受けた方においても、本人が速やかにワクチン接種を希

望する場合には、必ずしも一定期間をあける必要はない。（※追加接種は２回目

接種から５か月が経過している場合に限る。） 

    ●モノクローナル抗体（抗体カクテル療法を含む） 

    ●回復期血漿 
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（３）接種 

   ・各ワクチンの接種方法、用法用量等は各ワクチンの別資料を確認すること。 

・接種液の使用に当たっては、標示された接種液の種類、有効期限内であること及び

異常な混濁、着色、異物の混入その他の異常がない旨を確認すること。 

・接種液の貯蔵は、生物学的製剤基準の定めるところによるほか、所定の温度が保た

れていることを温度計によって確認できる冷凍庫、冷蔵庫等を使用する方法によ

ること。 

   ・予防接種に従事する者は、手指を消毒すること。 

・ワクチンによって、凍結・再凍結させないこと、溶解は接種の一定時間前に行い一

度溶解したものは直ちに使用すること、溶解の前後にかかわらず光が当たらない

よう注意することなどの留意事項があるので、それぞれ添付文書を確認の上、適切

に使用すること。 

   ・接種液の使用に当たっては、有効期限内（※）のものを均質にして使用すること。 

  （※）ファイザー社ワクチン及び武田/モデルナ社ワクチンについては、印字されてい

る有効期限よりも実際に接種することができる有効期限が長い場合があります。

「ファイザー社ワクチン及び武田／モデルナ社ワクチンの有効期限の取扱いに

ついて」（厚生労働省ホームページ）を参照し、ロット No.を確認の上、使用して

ください。 

・バイアル入りの接種液は、栓及びその周囲をアルコール消毒した後、栓を取り外さ

ないで吸引すること。 

・添付文書に記載された方法により接種を行うこと。接種前には接種部位をアルコー

ル消毒すること。 

・接種用具等の消毒は適切に行い、注射針及びシリンジは被接種者ごとに取り換えな

ければならないこと。 

・被接種者及び保護者に対して、次に掲げる事項を要請すること。 

イ 接種後は、接種部位を清潔に保ち、接種当日は過激な運動を避けるよう注意し

又は注意させること。 

ロ 接種後、接種局所の異常反応や体調の変化を訴える場合は、速やかに医師の診

察を受け、又は受けさせること。 

ハ 被接種者又は保護者は、上記により医師の診察を受けたときは、速やかに居住

している（住民票のある）市区町村の担当部局に連絡すること。 

  ・被接種者が座位又は仰臥位の状態で接種を行うこと。 

  ・１･２回目接種については、被接種者が持参した接種券のシールを剥がして、

予診票の所定の欄に貼付すること。追加接種（３・４回目接種）については、

すべて接種券印字済みの予診票を使用するため、接種券を貼付する作業は不

要である。 

  ・被接種者が持参した接種済証に、ワクチンメーカーから送付されるシールのう

ち二次元コードがある方のシールを、被接種者が持参した接種済証のシール
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貼付け領域に貼付し、接種年月日を記入のうえ、接種済証を被接種者に返却す

ること。また、予診票にもロット番号等が記載されたシールを貼付すること。 

・令和３年 12 月１日以降に使用する新予診票において追加された、医師記入欄

の下の「医療機関記入欄」について、該当する項目にチェックすること。 

  ・接種を受けた者の予診票については必ずコピーを保管し、診療録に準ずるもの

とし、原則として５年間保存すること。 

・接種医は、新型コロナワクチンの接種を実施する際、予防接種に係る間違いの

発生防止に努めるとともに、間違いの発生を迅速に把握できる体制をとり、万

が一、誤った用法用量でワクチンを接種した場合や、有効期限の切れたワクチ

ンを接種した場合、血液感染をおこしうる場合等の重大な健康被害につなが

るおそれのある間違いを把握した場合には、以下の①から⑥までの内容を任

意の様式に記載し、被接種者が居住している（住民票がある）市区町村に速や

かに報告すること。 

①予防接種を実施した機関 

       ②ワクチンの種類、メーカー、ロット番号 

   ③予防接種を実施した年月日（間違い発生日） 

④間違いに係る被接種者数 

⑤間違いの概要と原因 

⑥健康被害発生の有無（健康被害が発生した場合は、その内容） 
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【１･２回目接種用の接種済証、予診票のイメージ】 

 

【追加接種（３・４回目接種）用の接種済証、接種券印字済み予診票のイメージ】 

       

 

（４）ワクチンの余剰が発生した場合 

新型コロナワクチンの接種予約がキャンセルされた等の理由で余剰となったワク

チンについては、可能な限り無駄なく接種を行っていただく必要があることから、ま

ずは、接種券の送付を受けたかかりつけ患者のうち未接種の方に電話等で来訪を呼

びかけるなど別の者に対して接種することができるように努められたい。 

なお、接種券を保有している対象者がいない場合は、保有していない者についても

対象とする。 

 

接種券情報があらかじめ印字

されています。 

宛名印字済み 
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～ワクチンの再融通について～ 

未使用のまま残存するワクチンの更なる有効活用を図るべく、他の実施機関に

ワクチンを融通することが可能となっています。 

大阪市内にある融通元施設は、大阪府に対し必要な書類を提出し、大阪府の了解

を得たうえでワクチンの移送を行うことができます。 

 

（５）接種実績の登録 

実施機関は、接種を行った日ごとに、ワクチン接種記録システム（VRS）へタブレ

ット端末による接種券の読み取りにより接種記録の登録を行ってください。タブレ

ット端末については実施機関に対して国から無料で配送します。 

 

（６）バイアルの廃棄について 

バイアルの廃棄があった場合は廃棄数報告書（様式１）を「大阪市ワクチン発注受

付事務局」宛て、FAX（番号：050-8881-6989）にて送付すること。 

 

 

接種費用等の請求 

（１）概要 

    新型コロナワクチンの接種にかかる費用については、原則として住民票所在地の

市町村で接種を行うことから、大阪市民にかかる接種費用は大阪市に請求する。 

一方、やむを得ない事情により、住民票所在地の市町村で接種を受けることが困難

な者も一定数いることから、集合契約を行い、大阪市以外の市町村に対しては、代行

機関である国保連を通じて請求を行う。（実施機関が国保連と個別に契約を結ぶ必要

はない） 

 

（２）接種費用及び被接種者自己負担金 

 接種 予診のみ 

新型コロナウイルスワクチン 
税抜 2,070円 

（税込 2,277円） 

税抜 1,540円 

（税込  1,694円） 

被接種者自己負担金 無料 無料 

 

（３）時間外・休日に接種を行った場合の接種費用の上乗せ 

時間外に接種を行った場合については、接種費用に 730円（税込 803 円）を加算

し、休日に接種を行った場合については、接種費用に 2,130 円（税込 2,343 円）を

加算することができます。（それぞれ予診のみの場合でも可能） 

なお、令和３年 12月１日以降に使用する新予診票では、接種費用と一体的に請求

ができます。（やむを得ず、旧予診票を使用する場合は、別途本市ホームページに掲

載している実績報告書及び請求書が必要になります。） 
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大阪市ＨＰ 

「時間外・休日に接種を行った場合の接種費用の上乗せに係る請求方法について」 

https://www.city.osaka.lg.jp/kenko/page/0000531078.html#55 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）請求の流れ 

   ①被接種者が大阪市民の場合～大阪市への請求～ 

     当該接種を行った日の属する月の翌月 10日必着（期限の３日前【毎月７日】ま

でには、投函。10 日が休日の場合は前開庁日）までに、大阪市コロナワクチン接

種費等請求書（様式２）で大阪市に提出する。 

大阪市は、実施機関からの請求内容の審査を終えた日の属する月の翌月末まで

に指定の銀行口座（原則、大阪市に定期予防接種の振込先として届出済の銀行口座

とするが、変更希望があれば請求時に届出を行う）に接種料等の振り込みを行う。 

       提出先 大阪市新型コロナワクチン接種事務処理センター 

           〒５４１－００５１ 

           大阪市中央区備後町２－４－９日本精化ビル４階 

～大阪市民の予診票の送付について～ 

毎週土曜日に、１週間分の予診票（１･２回目接種者用は接種券貼り付け済みの

もの）の原本を、送付書を添えて専用封筒（料金受取人払い）で提出してください。 

なお、最終週分についてのみ、月をまたぐ場合は月ごとに分けて、それぞれ速や

かに送付してください。 

専用封筒が不足する場合は、大阪市ワクチン発注受付事務局（06-6377-8071／

https://www.city.osaka.lg.jp/kenko/page/0000531078.html#55
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9:00～17:00／月～金（祝日を除く））に連絡してください。 

※請求方法について、本市ホームページにも掲載していますのでご参照ください。 

大阪市ＨＰ「新型コロナワクチンの接種に係る費用請求について」 

https://www.city.osaka.lg.jp/kenko/page/0000531078.html#5 

 

②被接種者が大阪市民以外の場合～大阪府国民健康保険団体連合会への請求～ 

被接種者が大阪市民以外の場合の当該市町村への請求については、当該接種を

行った日の属する月の翌月 10日（10日が休日の場合は翌開庁日）までに、請求先

の市町村ごとに仕分けした接種券印字済み予診票（１･２回目接種者用は接種券貼

り付け済みのもの）の原本にコロナワクチン接種費等請求総括書（様式３）及び市

区町村別請求書（様式４）をつけて大阪府国民健康保険団体連合会に提出する。 

     なお、コロナワクチン接種費等請求総括書及び市区町村別請求書の様式は V-SYS

から発行できるので、当該機能を用いて作成すること。また、V-SYSの代行入力を

申し出ている実施機関にあっては、コロナワクチン接種費等請求総括書及び市区

町村別請求書の様式を手書き等により作成すること。 

       提出先 大阪府国民健康保険団体連合会 

           〒５４０－００２８ 

           大阪市中央区常盤町１－３－８中央大通ＦＮビル内 

     大阪府国民健康保険団体連合会は、実施機関から請求のあった日が属する月の

翌々月末までに支払いを行う。支払先は、原則として診療報酬又は特定健診等の振

込先として指定している（委任状に記載された医療機関等コードで登録されてい

る）口座と同一の口座である。 

実施機関の請求方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.osaka.lg.jp/kenko/page/0000531078.html#5
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       実施機関における国保連への請求時の編綴方法          

 
※国保連ホームページに詳細な説明や注意事項が掲載されていますのでご参照ください。 

大阪府国民健康保険団体連合会ＨＰ 

「新型コロナウイルスワクチン接種費用(住所地外接種)の請求等について」 

 https://www.osakakokuhoren.jp/hokenkikan/6496/ 

 

（５）個別接種促進のための支援事業 

    大阪府において、新型コロナウイルスワクチン接種回数の増加を図るため、個別接

種促進の支援を目的に要件を満たすワクチン接種を行った実施機関に対して協力金

を支給しています。請求方法等詳しくは大阪府へお問い合わせください。 

大阪府ＨＰ 

「大阪府新型コロナウイルスワクチン接種促進協力金」 

 https://hot-link.jp/index.php/osaka-vaccine-kyuhukin 

 

 

副反応疑いの患者から連絡があった場合の対応 

（１）接種時・接種後の緊急措置及び副反応が生じた場合の措置（被接種者及び被接種者の

家族からの副反応についての問い合わせ等を含む）については、原則として接種医師が 

対応してください。 

 

（２）医師は、予防接種による副反応又はその疑いのある患者を診察し、厚生労働大臣が 

定める症状（別紙様式１の裏面を参照）を呈していると判断した場合には、予防接種法

に基づき厚生労働大臣への報告が義務付けられましたので、次のいずれかの方法で報

告してください。 

・電子報告受付サイト（※１）から入力する。 

・「予防接種後副反応疑い報告書」（別紙様式１）もしくは、国立感染症研究所のホーム

ページからダウンロードできる予防接種後副反応疑い報告書入力アプリ（※２）にて作成

https://www.osakakokuhoren.jp/hokenkikan/6496/
https://hot-link.jp/index.php/osaka-vaccine-kyuhukin
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した「予防接種後副反応疑い報告書」（別紙様式１）により速やかに独立行政法人医薬

品医療機器総合機構へ FAX（FAX番号 0120-011-126）する。 

※ 調査票提出の対象となる疾患（急性散在性脳脊髄炎（ADEM）、ギラン・バレ症候群（GBS）、

血小板減少症を伴う血栓症（TTS）、心筋炎及び心膜炎）について報告する場合は、

調査票についても遺漏無く記入の上、送付してください。 

 

  厚生労働省：【医師等の皆様へ～新型コロナワクチンの副反応疑い報告のお願い～】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/vaccine_hukuhannou_youshiki

etc.html 

 

 

【送付先】（独）医薬品医療機器総合機構 安全性情報・企画管理部情報管理課 

         〒100－0013 東京都千代田区霞が関３－３－２ 新霞が関ビル 

ＦＡＸ番号 ０１２０－０１１－１２６ 

 

※１ 電子報告受付サイト（（独）医薬品医療機器総合機構ホームページ内） 

https://www.pmda.go.jp/safety/reports/hcp/0002.html 

 ※２ 予防接種後副反応疑い報告書入力アプリ 

https://www.niid.go.jp/niid/ja/vaccine-j/6366-vaers-app.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予防接種法に基づく健康被害救済 

（１）概要 

予防接種後の副反応による健康被害については、極めてまれであるものの不可避

的に生じるものであることから、接種による過失の有無にかかわらず迅速に救済す

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/vaccine_hukuhannou_youshikietc.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/vaccine_hukuhannou_youshikietc.html
https://www.pmda.go.jp/safety/reports/hcp/0002.html
https://www.niid.go.jp/niid/ja/vaccine-j/6366-vaers-app.html
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ることとしている。 

    市町村長は、新型コロナワクチンを接種したことにより健康被害が生じたと厚生

労働大臣が認めた者については、救済給付を行う、また、救済給付にかかる費用は国

が負担する。 

    予防接種後の健康被害に対する救済給付を請求する場合は、被接種者は予防接種

を実施した市町村に必要書類を提出することとなる。実施した市町村とは、接種時の

住民票所在地の市町村であり、やむを得ない事情があり住民票所在地以外で接種を

受けた場合においても、請求窓口は接種時の住民票所在地の市町村となる。大阪市が

実施した予防接種については、居住区の保健福祉センターが請求窓口となる。 

  

（２）アナフィラキシー等の即時型アレルギーの場合の取り扱い 

    新型コロナウイルスワクチンの予防接種との因果関係が比較的明らかなアナフィ

ラキシー等の即時型アレルギー（うち、接種後４時間以内に発症し、接種日を含めて

7日以内に治癒・終診したものに限る。また、症状が接種前から継続している場合や、

ワクチン接種以外の原因によると記載医が判断した場合は含めない。）に係る医療

費・医療手当の請求については、診療録等を医師が記載した様式６－１－１に代える

ことができる。また、この様式を使用した場合は、市町村の判断において予防接種健

康被害調査委員会を省略（市町村が調査会の助言なしに必要資料を収集して進達す

る。）することができることとされたことから、該当の症例については、様式６－１

－１を用いられたい。 


